
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置の趣旨：市立２病院の現状における課題と解決に向けての具体的な方向性について 

【意見】 H12.7 
・ 抜本的な改革として，総合的な医療を提供し，かつ，規模の適正化によ

る経営の効率化を図るために，両病院の統合も検討すべき 

○包括外部監査意見書 H13.3 

 

【報告】 H13.3 市立病院の現状報告 

【専門部会における検討】H13.6～H13.12（計6回）【専門部会報告書】 

【諮問】H14.4.16 

 

① 市立病院が担うべき役割の検討 

② 市立病院のあり方の検討 

【検討】 

H14.4～H14.11（計6回）

※H14.6～H14.7：市民意見聴取

【答申】 H14.12 

・ 周産期医療・成育医療という総合的な医療の提供をすべき 

・ 小児救急や高度医療などの救急医療の提供をすべき 

・ アジアへの貢献 

・ こどもから大人まで一貫した医療提供のため，両病院の一体的整備 等

 

設置の趣旨：新病院のコンセプト，施設規模等の決定及び場所の選定の参考とするため 

 

★決定事項・両病院を統合し，新病院を開設すること 

・建設場所をアイランドンシティとすること 

 

【医療機能】 

 

☆ 次世代を育成する「成育医療」～子どもから大人まで一貫した医療 

☆ 市民の安全安心を守る「危機管理医療」 

☆ アジアに発信する「高度医療」 

 

新病院基本構想について，これまでの構想過程を振り返って，合理性や客観性について検証すると 

ともに，現時点における本市に相応しい市立病院のあり方や整備場所について検討したもの。 

     ●H19.4 「アイランドシティ事業検証・検討チーム」の設置  

●H19.6 「中間報告」の公表 ※市民意見の募集 H19.6～H17.7 

●H19.9 「検証・検討結果報告」（最終報告案） ※市民意見の募集 H19.9～H19.10 

●H19.11 「検証・検討結果報告」の審議会への報告  

    ●H19.12 「検証・検討 報告書」（最終報告）公表  

① 新たな病院を整備する場合，小児・周産期医療及び感染症医療に機能を特化すべきである。 

② 総合的に考慮すると，新たな病院をアイランドシティに整備することが望ましい。 

③ 継続的・安定的・効率的に医療を提供するうえで最も適した経営形態は地方独立行政法人 

④ 市民病院のあり方については，民間移譲も視野に入れて広く検討 

 

 

 H20.1.8 

① こども病院・感染症センターの医療機能のあり方 

② 福岡市民病院のあり方 

③ 市立病院の経営形態のあり方 

※ 医療機能部会及び経営形態部会の２つの専門部会の設置を決定 

 

○福岡市病院事業運営審議会(条例設置) H13.3～H14.11 

○病院事業経営改革懇談会 H11.12～H12.7 

○新福岡市立病院将来構想アドバイザリー会議 H15.6～H15.7 

●市立病院統合移転事業の検証・検討（H19.4～12) 

○「新病院基本構想」策定(H17.12)  

○福岡市病院事業運営審議会に諮問 

●市の方針決定（H15.8) 

福岡市立病院の経営形態のあり方に関する答申・意見等 

国の動き（法整備等） 市立病院のあり方の検討経緯 経営形態に関する答申・意見等 

地方自治法の一部改正 
「指定管理者制度」創設 

 平成15年9月施行 

地方独立行政法人法成立 
「地方独立行政法人制度」創設 

 平成 16年４月施行 

H19.12.24 総務省 
「公立病院改革ガイドライン」 

○ 病院の管理者は院長であるが，人事・組織・財務等について権限がないため，病院

経営にも制約がある。 

○ 事務職員が短期間で異動するため，経営管理について専門性を有する職員が育成さ

れていない。 

○ 組織・定数について院長に権限がないため，病院事業の特殊性（診療報酬体系等）

に応じた整備ができにくい。 

○ 現状では，予算の執行責任は一般会計の長（市長）にあり，現場の経営者（院長）

が予算の弾力的な運用を行おうとしても，実質的に権限がない。一方，病院事業では

専門的な知識を要する事項も多く，実際の医療現場に携わる者でなければ判断できに

くいことが多いと思われる。そこで，迅速で弾力的な予算の運用を行い，経営管理目

標に役立てるためには，現場管理者と予算執行責任者とを一致させることが望ましい。 

○ 市民の医療ニーズへの迅速な対応や効果的な増収対策等の経営改善が必要である

が，病院運営上の最高責任者である院長の人事・組織管理や財政上の権限が制約され

ている現状では，院長権限による速やかな対応が難しい状況となっている。院長への

大幅な経営権限の移譲と責任の明確化が必要である。 

○ 継続的に安定した良質の医療を提供できる病院経営を実現し，最小の経費で最大の

効果が得られるよう，最も効率的な運営体制の実施に向け，行政当局内で検討に着手

することを強く求める。（地方公営企業法の全部適用，公設民営方式，地方独立行政

法人化） 

○ 経営主体の選定にあたっては，事業の継続性や施策の反映しやすさを勘案する必要が

ある。また，一方で徹底した経費削減を図る必要があり，病院改革が行える土台（制度）

も必要となる。 

○ 以上のような要件を備える経営主体としては地方独立行政法人化などが考えられる

が，今後，他の自治体病院などの動向等をさらに注意深く見守りながら，最も効率的で

市民のために良質な医療の提供ができる経営主体の検討を継続して進めていく。 

○ 本市が担うべき医療を継続的・安定的，かつ効率的に実施していくうえで最も適し

た経営主体は，地方独立行政法人であると考える。 

○ 今後，新たな病院の整備について検討する中で，先進事例における課題なども踏ま

えて，地方独立行政法人による経営の枠組みについて，詳細に検討していく必要がある。 

参考資料１ 


